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概要：暗号資産は，マネーロンダリングやテロ資金供与，不正・不法な取引の決済手段等，様々の犯罪での利用が急

増し，大きな社会課題となっている．原因は，ビットコインに限らず多くの暗号資産がプライバシーや個人情報の保

護の観点から利用者の強い匿名性を確保可能な仕組みを採用していることにある． 

OECD 下の政府間会合である金融活動作業部会（FATF：Financial Action Task Force）では，2019 年には FATF 勧告（FATF 

Standards）として暗号資産関連事業者（VASP：Virtual Asset Service Provider）が確認・記録および共有すべき利用者情

報を規定したトラベルルールを策定，2021 年にはその内容を更に改定し，暗号資産のさまざまの犯罪での利用を防

止・抑止するための対策を，各国へ要請している． 

本稿では，暗号資産が社会に与える脅威・弊害を防止・抑止する対策としての現状の FATF 勧告・トラベルルールの

課題を指摘し，そのような課題克服を目指した安心・安全で公正・公平な暗号資産移転が可能となる暗号資産取引基

盤（SSVATF：Secure and Safe Virtual Asset Transfer Framework）構想を提案する． 
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Abstract: Cryptocurrency assets have become a major social issue due to the rapid increase in their use in various crimes such as 

money laundering, terrorist financing, and settlement methods for fraudulent and illegal transactions. The cause is that many crypto 

assets, not limited to Bitcoin, have adopted a mechanism that can ensure strong anonymity of users from the viewpoint of protection 

of privacy and personal information. 

In order to prevent and deter the use of crypto assets for various crimes, the Financial Action Task Force (FATF) under the OECD, 

announced the 2019 FATF Recommendations (FATF Standards) that defines the role of VASP (Virtual Asset Service Provider). 

VASP should confirm, record, and share the user information between VASPs. It is called the travel rule. In 2021, the travel rule 

was further revised, requesting each country to take measures to prevent and deter the use of crypto assets in various crimes. 

This paper points out the issues of the current FATF recommendations and travel rules as measures to prevent and deter the threats 

and harmful effects of crypto assets on society. Furthermore, we propose the SSVATF (Secure and Safe Virtual Asset Transfer 

Framework) that enables safe, secure, fair and equitable crypto asset transfer with the aim of overcoming the issues pointed out． 
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1. はじめに   

 2009 年に運用が開始されたビットコイン([38])以来，数

多くの暗号資産が登場し，CoinMarketCap ([53])によると，

2022 年 8 月には 20436 以上もの多数の暗号資産が登場し，

活発な取引が行われている．暗号資産の時価の変動は大き

いが，その中でも暗号資産総額は確実に増加し，2017 年 1

月には$17B であった資産総額が 2022 年 8 月には$1084B と

推定されている． 

一方，暗号資産は，マネーロンダリングやテロ資金供与，
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不正・不法な取引の決済手段等，様々の犯罪での利用も急

増し，大きな社会課題となっている．2021 年の FATF のレ

ポート([24])によると，2020 年の違法なビットコイン取引

の割合は調査会社の判断により大きく異なるが，トランザ

クション数では 0.3%～9.1%，金額ベースでは 0.2%～15.4%

と報告されている．ビットコインの 2020 年の取引総額を

約$383B，当時のビットコインの評価額を約$15000 で試算

すると，ビットコインだけでも違法な取引による資産移転

総額は$0.8B～$58.9B に上ると推定されている． 

暗号資産の様々の犯罪での利用の急増は，ビットコイン
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に限らず多くの暗号資産がプライバシーや個人情報の保護

の観点から利用者の強い匿名性を確保可能な仕組みを採用

していることにある．このことが犯罪捜査機関・金融情報

調査機関による利用者の特定・追跡を困難とし，犯罪での

利用には都合の良い資産移転の仕組みとなっているのが現

状である． 

このような暗号資産の課題克服を目指し，1989 年に設立

されたマネーロンダリングやテロ資金調達等の監視を行う

政府間会合である金融活動作業部会（FATF：Financial Action 

Task Force）が，2019 年には FATF 勧告（FATF Standards）

として暗号資産関連事業者（VASP：Virtual Asset Service 

Provider）が確認・記録および共有すべき利用者情報を規定

したトラベルルールを策定，2021 年にはその内容を更に改

定し，各国へ暗号資産のさまざまの犯罪での利用を防止・

抑止するための対策を要請している． 

本論文では，暗号資産が社会に与える脅威・弊害を防止・

抑止する対策としての現状の FATF 勧告・トラベルルール

の課題を指摘し，そのような課題克服を目指した安心・安

全で公正・公平な暗号資産移転が可能となる安心・安全な

暗号資産取引基盤（SSVATF：Secure and Safe Virtual Asset 

Transfer Framework）構想を提案する．  

2. FATF 勧告とその課題 

2.1 トラベルルール 

2015 年 6 月の G7 サミットにて，暗号資産およびその他

の新たな支払手段に対する適切な規制の導入が宣言された．

同月に早速，FATF が，各国の VASP に対して登録・免許制

を課すと共に利用者の本人確認を義務付けることなどを各

国政府に勧告した．日本では，FATF の勧告を受け，制度設

計や資金決済法の改正が検討され，2016 年 5 月に改正資金

決済法が成立，VASP の登録制がスタートした． 

2018 年 7 月の G20 財務大臣・中央銀行総裁会合にて， 

FATFに対し既存の FATF勧告をどのように暗号資産に適用

するかを明確にするよう要請した．FATFは同年 10月，FATF

勧告 15「新技術」を改訂し，VASP にはマネーロンダリン

グ等の規制が課されなければならないことを規定した．更

に FATF は 2019 年 6 月，FATF 勧告 16「電信送金」を改定

し，暗号資産の提供者と受取者の特定・追跡に必要な個人

情報の確認・保存を VASP へ課した（詳細は 2.2 参照）．こ

の改定された FATF 勧告 16 がトラベルルールと呼ばれてい

る([23])． 

2019 年 6 月の FATF 勧告に含まれているトラベルルール

の最大の課題は，トラベルルールが VASP 利用者間のトラ

ンザクションのみを対象とした規定であることであった．

いわゆる Unhosted Wallet への対応が考慮されていなかった

点にあった．2019 年 10 月に発表された Europol のレポー

ト([28])でも，このトラベルルールの問題が指摘されている． 

2021 年 10 月，FATF はトラベルルールを改定した（[21]，

[22]）．しかし，改定されたトラベルルールで新たに追加さ

れた Unhosted Wallet への対応は，暗号資産移転を実施する

提供者又は受取者の一方が VASP 利用者の場合のみであっ

た． 

暗号資産の犯罪利用の防止・抑止を目指し，調査・捜査

機関が利用者の特定・追跡を可能とするよう導入されたト

ラベルルールであるが，現在の内容では，Unhosted Wallet 間

の暗号資産移転においては利用者の特定・追跡は依然とし

て困難な状況である． 

2.2 トラベルルールの具体的内容（現状） 

資産の提供者が使用する VASP では，暗号資産の提供者

と受取者に関する以下の情報の確認・保存が求められ，受

取者が使用する VASP への電信送金に以下の情報を含めて

おくことが求められている． 

①資産提供者の名前 

②トランザクションの処理に利用される資産提供者の

アカウント番号 

③資産提供者の地理的な住所および国固有の個人識別

番号等 

④資産受取者の名前 

⑤トランザクションの処理に利用される資産受取者の

アカウント番号 

このような内容のトラベルルール順守のためには，VASP

は以下の機能を実装し運用する必要がある． 

(1)Wallet 利用者の認証（本人確認） 

(2)VASP 間での資産提供者・受取者の情報交換 

(3)利用者情報の保存 

また，2021 年の改定で対象となった VASP 利用者と暗号

資産移転を行う Unhosted Wallet の利用者に対しても，VASP

はトラベルルールが規定している提供者および受取者の情

報の確認・保存が求められている． 

2.3 トラベルルールの課題 

(1)不正・不法な利用者の特定・追跡の仕組み 

FATF の 2019 年のトラベルルールは VASP に対し，VASP

利用者間の暗号資産の移転を対象とし，利用者の特定・追

跡のための情報収集・確認・保存を求めた規定であり，2021

年の改定トラベルルールは，VASP 利用者と Unhosted Wallet

利用者間の暗号資産移転を対象とし，VASP に対し同様の

要件を定めた規定である． 

一般に暗号資産の移転には，図 1 のように大きく４種の

パターンに分類できる．FATF の現在のトラベルルールが

VASP に対し利用者の特定・追跡のための情報収集・確認・

保存を求めているのは，黄色でマーク（実線で表示）した

移転パターンであり，赤色でマーク（点線で表示）した移

転パターンである Unhosted Wallet 利用者間の暗号資産の移

転は対象から外れている．現在のトラベルルールでは，こ

のパターンの不審な暗号資産の移転を検知しても，犯罪捜

査機関や金融情報調査機関がその利用者を特定・追跡する



 
 

 

 

ことは困難である． 

 

図１ 暗号資産の移転パターン 

ビットコインのトランザクションを分析したレポート

([20])では，2020 年のビットコイン・トランザクションの

内，61%が Unhosted Wallet 間（PEER2PEER）のトランザク

ションであり，資産移転総額の 80%が PEER2PEER のトラ

ンザクションで移転が行われており，このように暗号資産

の主要な移転パターンである Unhosted Wallet 利用者間の暗

号資産移転について規定されていない FATF の現状のトラ

ベルルールでは，たとえ各国が厳密に順守したとしても，

多くの場合，不審な暗号資産の移転を検知しても利用者の

特定・追跡は難しく，マネーロンダリングやテロ資金供与，

不正・不法な取引の決済手段等，様々の犯罪での利用の急

増という大きな社会課題の克服には程遠いと言わざるを得

ない． 

 (2)利用者の個人情報の VASP 間での共有 

FATF トラベルルールによると，VASP は原則として暗号

資産の取引時に利用者の個人情報を通信相手の VASP へ提

供することが求められている（図２）．VASP の個人情報の

収集・確認・保管には様々のリスクが発生し，また通信相

手の VASP が他国の場合，その国の個人情報の取扱いに関

する規制を順守することが必要であり，また通信相手の

VASP には自国の個人情報の取扱いに関する規制を順守さ

せる必要がある([25],[26])． 

トラベルルールは，従来の金融機関と同様の利用者の確

実な特定・追跡性を保証する仕組みを，VASP にも適用す

ることを目指している．しかし，利用者の観点から望まれ

る，暗号資産システムと同程度の匿名性の確保と，調査・

捜査機関の観点から望まれる，犯罪利用を防止・抑止する

ための利用者の特定・追跡性の確保，の両立を目指した仕

組みが望ましい． 

 

図２ VASP間の利用者の個人情報の共有 

3. 安心・安全な暗号資産取引基盤（SSVATF） 

本章では，トラベルルールの課題の克服を目指して構想

策定中の安心・安全な暗号資産取引基盤（SSVATF：Secure 

and Safe Virtual Asset Transfer Framework）について報告する． 

3.1 構想策定基本方針 

➀VASPによる利用者の確実な身元確認 

トラベルルールでは，利用者の名前，住所，国固有の

識別番号の収集・確認が求められているが，その具体的

方法は各国に任されている．SSVATF では，各国で構築・

運用が進められている本人確認基盤（NAF：National 

Authentication Framework，[12]）との連携により，確実な

身元確認の枠組みの提案を目指している． 

②資産移転における利用者の確実な匿名性の確保 

SSVATF における暗号資産移転にかかわる手続き・情

報交換においても，現行の暗号資産システムと同程度の

利用者の確実な匿名性確保を目指している．その実現に

あたっては，W3C で標準化が進められている DID

（Decentralized Identifier，[36]）の活用を想定している． 

③不正・不法な利用者の確実な特定・追跡 

社会の安心・安全や公平・公正の維持には，暗号資産

の不正・不法な利用の防止・抑止が不可欠である．利用

者の匿名性の確保と同時に，犯罪捜査機関や金融情報調

査時には，不正・不法な利用者の確実な特定・追跡性の

確保を目指す．具体的には，確実な身元確認に基づき割

り当てられる NAF-ID を連結可能匿名化により匿名 ID

である DID と連携させ確実な匿名性を実現すると共に，

必要な場合は，管理されている連結情報を利用し，DID

から NAF-ID を特定し，身元情報を確認し追跡を可能と

する仕組みを想定している． 

④個人情報・プライバシー情報の開示先・範囲の最少化 

トラベルルールでは，暗号資産移転時に個人情報・プ

ライバシー情報を VASP 間で共有することになっている

が，SSVATF では金融情報調査機関が報告を求める場合

や犯罪捜査機関・金融情報調査機関の要請を受けた時点

で，W3C で標準化が進められている VC（Verifiable 

Credential，[37]）/VP（Verifiable Presentation，[37]）を利



 
 

 

 

用し，必要な開示先に必要な情報のみを開示する仕組み

を目指している． 

⑤各種暗号資産システムとの連携 

特定・追跡性が保証されない利用者が暗号資産システ

ムの悪用を防ぐため，SSVATF で利用者の特定・追跡性

の確実な確認した上で発行されたトランザクションに

は確認した VASP が署名を付与すると共に，暗号資産シ

ステム側では，その署名の確認により，特定・追跡性が

保証された利用者かどうかの確認を可能とすることを

想定している．暗号資産システムとの連携により，疑わ

しいトランザクションの利用者の特定・追跡を容易とし，

さまざまの犯罪での暗号資産の悪用の防止・抑止を目指

している． 

 

図３ SSVATFの位置づけ 

3.2 SSVATFにおける暗号資産移転 

2 人の利用者間で暗号資産の移転を行う際の，SSVATF

における処理手順を図４に示している． 

 

図４ SSVATFによる暗号資産移転のための処理手順 

3.2.1 利用者登録 

暗号資産システム利用者は，SDIP（SSVATF DID Issuer for 

People）へ利用者固有の NAF-IDp（日本の場合は，個人番

号を想定）を提示し，当人確認を受け，SSVATF 内の個人識

別コード（DIDu）を入手する． 

次に，利用者は使用する VASP へ，DIDu を提示し，DIDu

の所有者であることを示し，暗号資産の取引に使用する利

用者識別コード（DIDut）を入手する．利用者は必要に応じ

新たな利用者識別コード DIDut を入手し使用する． 

利用者登録後は，利用者は個人情報を開示する必要はな

く，DIDut を利用し暗号資産の移転が可能となる． 

また，VASP も同様に，組織の NAF-IDo（日本の場合は，

法 人 番 号 を 想 定 ） を SDIO （ SSVATF DID Issuer for 

Organization）へ提示し，組織として，また VASP としての

確認を受け，SSVATF 内の組織識別コード（DIDo）を入手

し，使用する．SSVATF 内で使用する DID は VDR（Verifiable 

Data Registry）に登録され，DID 所有者（個人，組織）の当

人確認が可能である． 

なお，SDIP，SDIO の機能は，NAF 内での提供，あるい

は SSVATF 内の VASP が担うことも可能で，新たな役割の

組織は必ずしも必要ではない． 

 

図５ SSVATFにおける利用者登録 

3.2.2 利用者間情報交換（トランザクション構成） 

暗号資産の提供者・受取者間では，暗号資産システムへ

発行するトランザクション作成に必要な情報の交換を行う．

トランザクション作成に必要な情報は暗号資産システムご

とに異なるが，基本的には以下のような情報の交換を想定

している． 

提供者は，自身の利用者識別コード DIDst，受取者の利

用者識別コード DIDrt，暗号資産の種類，提供用アドレス，

提供額，その他のトランザクション作成に必要な情報，以

上の情報全体への提供用アドレスの秘密鍵による署名，更

に以上の情報全体への DIDst の秘密鍵による署名から構成

される提供情報を受取者へ送信することを想定している． 

受取者は，自身の DIDrt，提供者の DIDst，受取用アドレ

ス，その他のトランザクション作成に必要な情報，以上の

情報全体への受取用アドレスの秘密鍵による署名，更に以

上の情報全体への DIDrt の秘密鍵による署名から構成され

る受取情報を提供者へ送信することを想定している． 

その後，提供者はトランザクションを構成，関係者の署

名等を収集の上，トランザクション，提供情報，受取情報

から構成されるトランザクション発行情報を，提供者が使

用する提供 VASP へ送信する． 



 
 

 

 

 

図６ 利用者間情報交換（トランザクション構成） 

3.2.3 VASP 間情報交換 

トランザクション発行情報を受け取った提供 VASP は，

トランザクションが適切に構成されていることを確認，更

に関係する利用者が身元確認済利用者であることの確認，

提供用アドレスや受取用アドレスがそれぞれ提供者および

受取者のアドレスであることの確認等を行い，その上で受

取 VASP へトランザクション発行情報を送信する． 

なお，提供 VASP は受取 VASP へ情報を送信する前に，

受取 VASP が信頼できるかどうかを，VASP DID VDR を使

用し確認する． 

提供 VASP よりトランザクション発行情報を受け取った

受取 VASP は，まず提供 VASP が信頼できるかどうかを，

VASP DID VDR を使用し確認する．その後，受取 VASP も

トランザクションが適切に構成されていることを確認，更

に関係する利用者が身元確認済利用者であることの確認，

提供用アドレスや受取用アドレスがそれぞれ提供者および

受取者のアドレスであることの確認等を行い，提供 VASP

へ確認結果を通知する． 

 

図７ VASP間情報交換 

3.2.4 トランザクション登録 

提供 VASP は，受取 VASP の確認終了後，対応する暗号

資産システムへ，提供 VASP の署名付きでトランザクショ

ンを発行する． 

暗号資産システム側では，署名を付与した提供 VASP の

信頼性の確認を含め，トランザクション承認処理を実施し，

承認後，トランザクション ID を提供 VASP へ通知する． 

提供 VASP は，そのトランザクション ID を受取 VASP へ

連絡すると共に，登録トランザクション情報を登録する．

受取 VASP もトランザクション ID の連絡を受けた後，登

録トランザクション情報を登録する． 

以上の処理により，トランザクションの登録手続きが完

了し，以降，VASP は登録利用者情報および登録トランザ

クション情報を管理する． 

 

図８ トランザクション登録方式―１ 

（VASP組織識別コードによる利用者の特定・追跡） 

3.2.5 不審なトランザクションの調査・捜査 

SSVATF では暗号資産システムにてトランザクションを

発行した VASP の DIDvs が登録されていることを前提とし

ており，不審なトランザクションの調査・捜査が必要な場

合，調査・捜査機関は暗号資産システムのブロックチェー

ンよりそのトランザクションを発行した VASP の DIDvs を

特定する． 

調査・捜査対象のトランザクションを発行した DIDvs に

対応する DID Document よりそのトランザクションを発行

した VASP を特定・追跡し，その上で，その VASP に調査・

捜査対象のトランザクション ID に対応する登録トランザ

クション情報の開示を求める．VASP は開示要請が合法的

なものであれば開示に応じ，調査・捜査機関はそのトラン

ザクションの提供者の利用者識別コード DIDst や受取者の

利用者識別コード DIDrt を特定することができる．更に，

DIDst および DIDrt に対応する DID Document よりそれぞれ

の VASP を特定・追跡し，VASP の協力を得，提供者および

受取者の NAF-ID と連結された個人識別コード DIDs およ

び DIDr 入手する． 

 調査・捜査機関は，入手した DIDs，DIDr から SDIP の協

力により，提供者および受取者のそれぞれの NAF-IDp を入

手でき，その NAF-IDp から認証基盤（NAF）の協力により，

提供者および受取者の身元情報を入手，調査・捜査が可能

となることを想定している． 

3.3 SSVATF考察 

本節では，前節で記載した SSVATF における暗号資産移

転の仕組みについて，3.1 節で述べた構想策定基本方針の観



 
 

 

 

点から考察する． 

➀VASPによる利用者の確実な身元確認 

SSVATF では，身元確認は各国の認証基盤 NAF の身元確

認結果を利用する．VASP が直接身元確認を行わないこと

により，利用者の個人情報の入手・確認・管理を不要とし，

更に各国の制度として構築・運用されている信頼できる認

証基盤を利用することにより，利用者が確実な身元確認済

であることを確認でき，必要な場合の利用者の特定・追跡

も可能となる． 

②資産移転における確実な匿名性の確保 

SSVATF で取り扱う情報は，利用する暗号資産システム

のトランザクション発行に必要な情報を含め，利用者は利

用者識別コード DIDut で表現され，一定の匿名性を確保し

ている． 

③不正・不法な利用者の確実な特定・追跡 

暗号資産システムのブロックチェーンに登録されてい

る不審なトランザクションの調査・捜査は，トランザクシ

ョン・データに含まれるそのトランザクションを登録した

VASP の DIDvs からその VASP を特定でき，その VASP が

管理するトランザクション情報から利用者（提供者および

受取者）の DIDst，DIDrt を確認でき，その DIDst，DIDrt か

ら発行した VASP を特定でき，その VASP が DIDst，DIDrt

発行に利用した個人識別コード DIDs，DIDr を発行した

SDIP を特定でき，更にその SDIP が管理する個人識別コー

ド DIDs，DIDr のそれぞれに対応する NAF-IDp を特定でき，

最終的にその NAF-IDp を利用し認証基盤 NAF から利用者

の名前や住所等の身元情報を確認することができ，必要な

場合の利用者の特定・追跡性が確保されている． 

以上のような連結可能匿名化の連鎖をさかのぼるには，

それぞれ連結可能情報を管理する事業者・組織の協力が不

可欠であり，合法的な捜査・調査が大前提である．しかし，

海外の事業者・組織の協力を得るには，一般にはその国の

調査・捜査機関経由の要請となり，法体系の異なる海外の

利用者の特定・追跡には各国間の調査・捜査に関する協力

が必要である． 

④個人情報・プライバシー情報の開示先・範囲の最少化 

SSVATF における暗号資産移転のフェーズでは，個人情

報・プライバシー情報は一切取り扱わず，原則開示も必要

ない．しかし，各国の規制やガイドラインにより移転資産

額・移転先（海外）等に応じ，しかるべき機関・組織へ個

人情報・プライバシー情報を含め資産移転内容の報告をす

る義務が発生する場合もある． 

個人情報・プライバシー情報を含む暗号資産移転の報告

を求められる場合も，報告者（提供者または受取者）は，

認証基盤から発行される VC（Verifiable Credential）の選択

開示による身元情報，および暗号資産移転にかかわる情報

を暗号化し報告先のみが内容を復号できる VP（Verifiable 

Presentation）の発行により，個人情報・プライバシー情報

の開示先・範囲の最少化は実現できるものと想定している．

なお，報告先が，暗号資産の移転にかかわる VASP 経由の

報告を求める場合も，VC/VP の利用により，個人情報・プ

ライバシー情報の開示先・範囲の最少化は実現できるもの

と想定している． 

SSVATF では，利用者の個人情報・プライバシー情報の

開示先・範囲の最少化には，W3C で標準化が進められてい

る DID([36])，VC/VP([37])の利用を想定している． 

⑤各種暗号資産システムとの連携 

VASP がトランザクションに付与する署名で，SSVATF の

VASP が発行したトランザクションであること，利用者の

本人確認と利用者の特定・追跡のための情報保存を行った

上でのトランザクションであることを，暗号資産システム

のトランザクション承認の条件の一つに加えられることを

想定している． 

また，トランザクションを発行した VASP の識別コード

DIDos をブロックチェーンのトランザクション・データに

加えられることを想定している．不審なトランザクション

を検知した場合，そのトランザクションの情報から発行し

た VASP を特定し，その VASP の情報から利用者の特定・

追跡を可能とするためである． 

なお，トランザクション・データに発行した VASP の識

別コード DIDos を加えることが難しい場合は，次図のよう

に，Global トランザクション ID VDR へ必要情報を登録，

犯罪捜査機関や金融情報調査機関がアクセス可能とするこ

とにより，利用者の特定・追跡が可能である． 

 

図９ トランザクション登録方式―２ 

（トランザクション IDによる利用者の特定・追跡） 

4. おわりに 

暗号資産の悪用の急増，安心・安全な社会への脅威の増

大，その対応策としての FATF トラベルルールの課題を憂

慮し，安心・安全で公正・公平な暗号資産の利活用環境を

構築するための仕組み SSVATF を提案した． 

SSVATF はまだ構想段階であり詳細仕様を詰める必要が

あるが，その実現は開発技術面よりも社会実装面の課題が

多い． 



 
 

 

 

その一つの課題は，そもそも SSVATF が FATF トラベル

ルールに準拠していないこと，である．FATF トラベルルー

ルでは従来の金融機関と同様，実名・住所等の個人情報の

確認・保存を規定しているが，SSVATF では，個人情報・プ

ライバシー情報の保護を重視し，VASP における利用者情

報の確認・保存においても仮名である DID のみを使用する

仕組みである．今後，トラベルルールにおける個人情報・

プライバシー情報の扱いに関する各国の議論の推移を当面

は見守りたいが，長期的に改定の可能性が無いようであれ

ば，トラベルルールに準拠しつつ，VASP における個人情

報・プライバシー情報の保護の仕組みを強化した SSVATF

も検討し，SSVATF の社会実装を目指したい． 

もう一つの課題は，暗号資産業界の負担増への理解，で

ある．暗号資産は従来の金融サービスに比べ様々の利点が

あり，具体的には利用者の強い匿名性と取引・送金の低コ

スト等がある．しかし，そのための犯罪の増加やその対策

のための社会コストは甚大で，その犯罪被害や対策コスト

負担を社会に押し付けている状況は放置されるべきではな

い．暗号資産業界としての適切な対応により社会への負担

を早期に軽減させることが求められている． 

暗号資産業界が，単にサービス事業者と利用者の観点の

みではなく，安心・安全で公正・公平な社会を維持可能な，

社会的責任を果たしうる自律可能な健全な業界として，発

展を期待したい． 
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